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【序論及び主な結論】【序論及び主な結論】【序論及び主な結論】【序論及び主な結論】    
    

１．目的１．目的１．目的１．目的 
 

 ＮＳネットの相互評価(ピアレビュー)（以下「レビュー」という。）は、会員

の専門家により構成したレビューチームが、会員の事業所を相互訪問し、原子

力安全に関する会員間の共通テーマについて相互に評価を実施し、課題の摘出

や良好事例の水平展開等を行うことによって、お互いが持っている知見を共有

し、原子力産業界全体の安全意識の徹底及び安全文化の共有を図ることを目的

としている。 

 

２．対象事業所の概要２．対象事業所の概要２．対象事業所の概要２．対象事業所の概要    
    
三菱電機株式会社（以下「三菱電機」という。）の原子力事業では、1968 年に

加圧水型軽水炉(ＰＷＲ1)用制御装置及びタービン発電機の初号機納入以来、多

数のＰＷＲ発電プラントのほか、新型炉、核燃料サイクル分野において、開発･

設計･製作･検査･据付から運転支援、アフターサービスが行われている。 
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２ 

 今回レビューを行った三菱電機の電力・産業システム事業所（以下「本事業

所」という。）は 1997 年に組織再編により設立され、原子力事業に関連する地

点として、「神戸地区」（兵庫県神戸市）と「長崎地区」（長崎県長崎市）を有し、

中央制御盤、計測装置、発電機、計装用電源装置、電気ペネトレーション、（以

上、神戸地区）、及び一次冷却材ポンプモータ等（長崎地区）の各種製品を生産

している。 

 三菱電機の原子力事業について、開発からアフターサービスまでを一括して

取りまとめているのは、本事業所の神戸地区にある原子力部であり、本事業所

は同社の原子力事業における中核となる事業所である。 

本事業所の従業員数は約 3,100 人、このうち原子力関連部門には約 1,300 人

規模の要員が配置されている。 

なお、本事業所の神戸地区及び長崎地区の位置図、神戸地区の周辺図及び全

景写真、本事業所等の組織体制、本事業所の品質保証機能体系図、本事業所で

製作されるＰＷＲ発電プラント向け電気計装設備及びタービン発電機の製作工

程等を参考図として巻末に示す。 

    

３．レビューのポイント３．レビューのポイント３．レビューのポイント３．レビューのポイント    
 

 本事業所で行われている諸活動の中で、設計・製造される機器、装置、シス

テム等が原子力安全（関連する労働安全を含む）の面で要求される機能を有し

かつ発揮するよう、設計・製造段階において行われている原子力安全に関わる

活動にポイントをおいた。 

 レビューは、①組織・運営、②教育・訓練、③設計・製造、④重要課題対応

の４つの分野に分けて、原子力産業界のベストプラクティスに照らして実施し

た。 

 このうち、①組織・運営では「組織の構成及び責任体制」、「原子力安全文化

の醸成・モラル向上に係る活動」、②教育・訓練では「教育・訓練計画（技術・

技能伝承を含む）」、③設計・製造では「マニュアル類とその遵守」、「設計管

理」、「製造計画・管理」、④重要課題対応では「協力会社との安全関係協調活動」、

「設計・製造に係わるトラブル事例反映」等に焦点を当ててレビューを行った。  

    
 さらに、今般の東京電力（株）での原子力発電所における自主点検データ不



 
 

３ 

正取扱問題（以下「東電問題」という。）を受けて、倫理関係、コミュニケーシ

ョン、データの取扱い等にも重点をおいてレビューした。 

    

４．レビューの実施４．レビューの実施４．レビューの実施４．レビューの実施    
 

（１）実施期間 

   2002 年 10 月 2 日(水)～4 日(金) 

（２）レビューチームの構成 

   Ａグループ：電源開発株式会社、東京電力株式会社 

   Ｂグループ：三菱マテリアル株式会社、ＮＳネット事務局 

   調整員  ：ＮＳネット事務局 

（３）レビューチームの担当分野 

   Ａグループ：①組織・運営、②教育・訓練 

④重要課題対応（協力会社との安全関係協調活動、品質保

証関係） 

   Ｂグループ：③設計・製造 

④重要課題対応（協力会社との安全関係協調活動、品質保

証関係を除く） 

（４）レビュー対象 

 本事業所の原子力事業に関連する地点として、「神戸地区」（兵庫県神戸市）、

「長崎地区」（長崎県長崎市）を有しているが、本レビューの対象は、三菱電機

の原子力関係業務の中核となる「神戸地区」とした。    

    
５．レビュースケジュール５．レビュースケジュール５．レビュースケジュール５．レビュースケジュール    
 

レビューは３日間にわたり、グループ毎に次ページに示すスケジュールで実

施した。なお、レビュー実施状況を示す写真を巻末に添付する。 
 



 
 

４ 

 

 Ａグループ Ｂグループ 

オープニング（挨拶・メンバー紹介、事業所施設・業務概要の説明など） 

・効果的な組織管理 ・設計管理 

Ａ

Ｍ 
Ⅰ．組織・運営 

・安全文化 

書

類 

Ⅲ．設計・製造 

・製造管理 

書

類 

・安全文化 書

類 

Ⅳ．重要課題対応 ・原子力施設信頼性向上 

・原子力施設の安全運転へ 

の寄与 

・労働安全（放射線管理含む） 

・ヒューマンエラー防止 

・トラブル防止 

書

類 

Ⅰ．組織・運営 

副所長 

管理職クラス 

担当者クラス 
面

談 

１ 

日 

目 

Ｐ

Ｍ 

Ⅳ．重要課題対応 ・品質保証 書

類 

Ⅲ．設計・製造 管理職クラス 

担当者クラス 
面

談 

・品質保証 

・製品安全 

書

類 

Ⅳ．重要課題対応 

管理職クラス 面

談 

Ⅲ．設計・製造 

Ⅱ．教育・訓練 ・資格認定 

・計画と実施 

書

類 

・発電原子力工場 

・新放射線作業室(放射線測

定器校正試験場) 

・タービン発電機組立試験工

場 

 

現

場 

Ⅳ．重要課題対応 ・協力企業との安全関係強調

活動 

書

類 

Ａ

Ｍ 

Ⅱ．教育・訓練 ・実機環境模擬試験設備 

（発電原子力工場） 

現

場 

Ⅳ．重要課題対応 

管理職クラス 面

談 

２ 

日 

目 

Ｐ

Ｍ 事実確認（グループ単位） 事実確認（グループ単位） 

事実確認（グループ単位／チーム単位） 
３ 

日 

目 

Ａ

Ｍ 

クロージング（結果説明、挨拶、事務連絡） 

 



 
 

５ 

６．レビュー方法及びレビュー内容６．レビュー方法及びレビュー内容６．レビュー方法及びレビュー内容６．レビュー方法及びレビュー内容    
 

6.16.16.16.1    レビュー方法レビュー方法レビュー方法レビュー方法    

    
 レビューは、本事業所の原子力安全に関わる活動を対象として、以下に示す

ような、現場の観察、提示された書類の確認及びこれに基づく議論、並びに面

談を通して、良好事例や改善項目の摘出を行った。 

 また、レビューの過程において、レビューチーム側からも参考となる情報を

提供し意見交換するなど、原子力安全文化の交流が行われた。 

 

6.1.16.1.16.1.16.1.1    レビューの進め方レビューの進め方レビューの進め方レビューの進め方    
 

（１）現場観察    

現場観察では、書類確認及び面談で確認される事項に対して実際の活動が

どのように行われているかを直接現場で観察・確認するとともに、これを

レビュー者の知識、経験等に照らし合わせ、調査を行った。 

 
（２）書類確認    

書類確認では、レビュー項目毎に該当書類の説明を受け、必要に応じ関

連書類の提示を求めながら調査を進めた。さらに、施設ないし業務の現場

観察を行った後、これに関連した書類の提示を求め、より踏み込んだ調査

を行った。 

 

（３）面談    

面談は、副所長、管理職クラス及び担当者クラスを対象に、以下の目的

のもとに行った。 

a.原子力安全を含む安全文化醸成への取り組み及び意識の把握 

b.文書でカバーできない追加情報の収得 

c.書類確認の疑問点を含めた質疑応答 

d.決められた事項及び各自に課せられた責任の理解度の把握 

e.決められた事項の遵守状況の把握及びその事項が形骸化していない

かの把握 



 
 

６ 

6.1.26.1.26.1.26.1.2    良好事例と改善提案の摘出の観点良好事例と改善提案の摘出の観点良好事例と改善提案の摘出の観点良好事例と改善提案の摘出の観点    
 

（１）良好事例    

「本事業所の安全確保活動のうち、的確かつ効果的で独自性のある手法を取

り入れている事例であって、ＮＳネットの会員、更には原子力産業界に広く伝

えたい、優れた事例を示したもの。」 

 

（２）改善提案    

「原子力の安全性を最高水準へと目指す視点から、原子力産業界でのベスト

プラクティスに照らして、本事業所の安全確保活動を更に向上・改善させるた

めの提案等を示したもの。」 

そのため、現状の活動が原子力産業界の一般的な水準以上であっても、改善

提案の対象として取り上げる場合がある。 

 

6.26.26.26.2    レビュー内容レビュー内容レビュー内容レビュー内容    
 

「３．レビューのポイント」を踏まえて抽出・展開された以下のレビュー項

目をもとに、現場観察、書類確認及び面談を行い、その結果を評価・整理した

ものを【各論】としてまとめ、更にそれを総括し、「７．主な結論」に示した。 

 

分野Ⅰ：組織・運営 

 組織の構成・責任は明確か、原子力安全確保に関する目標が定められている

か、安全文化の醸成やモラル向上に係る活動（例えば倫理関係のプログラムや、

内部の声を真摯に受け止める制度・風土など）が行われているかなどの観点か

ら調査した。 

（レビュー項目） 

（１）効果的な組織管理 

a.組織の構成及び責任体制 

b.適正な要員の確保 

c.組織の方針及び目標 

d.管理職のリーダーシップ 

e.品質保証体系の構築 



 
 

７ 

 

（２）安全文化 

a.具体的な安全文化醸成に係る活動 

b.具体的なモラル向上に係る活動 

c.地元地域等との融和活動 

 

分野Ⅱ：教育・訓練 

 設計・製造に係わる技術者及び技能者を対象として、資格認定制度が制定・

運用されているか、能力向上、原子力安全関係の教育・訓練、技術･技能伝承が

適切に行われているかなどの観点から調査した。 

（レビュー項目） 

（１）資格認定 

a.資格認定制度及び評価基準 

（２）教育・訓練の計画と実施 

a.教育・訓練計画 

b.教育・訓練の実施 

（３）技能・技術伝承 

 

分野Ⅲ：設計・製造 

原子力関係の設計・製造に係わる要員・期間・作業環境等の確保、設計・製

造マニュアルの遵守、各種の設計管理・製造管理が適切に行われているかなど

の観点から調査した。 

（レビュー項目） 

（１）効果的な設計管理 

a.設計組織 

b.設計マニュアル類とその遵守 

c.設計管理 

（２）効果的な製造管理 

a.製造組織 

b.製造マニュアル類とその遵守 

c.設備保守 

d.製造計画・管理 
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分野Ⅳ：重要課題対応 

原子力安全に対する重要な課題及び取り組みとして、協力会社との安全関係

協調活動、品質保証プログラム、ヒューマンエラー防止、再発防止活動等につ

いて調査した。 

（レビュー項目） 

Ⅳ-1 原子力安全に対する取り組み 

（１）協力会社との安全関係協調活動 

a.協力会社との適切なコミュニケーション 

b.協力会社の評価 

（２）品質保証 

a.効果的な監査体制 

b.データ改ざん問題・ＪＣＯ事故問題関連への対応 

（３）原子力施設の信頼性向上への取り組み 

（４）原子力施設の安全運転への寄与 

（５）製品安全に対する取り組み 

（６）労働安全（放射線管理を含む） 

 

Ⅳ-2 設計・製造に係わるトラブル事例反映 

（１）トラブル防止活動 

a.ヒューマンエラー防止活動 

b.トラブルの再発防止活動 

 

７．主な結論７．主な結論７．主な結論７．主な結論    
 

 今回の本事業所に対するレビュー結果を総括すると、原子力安全の面で直ち

に改善措置を施さなければならないような事項は見出されなかった。 

 

 三菱電機においては、より良い製品の提供を最優先としており、品質管理に

ついては 1958 年に当時の社長が表明した「品質に関する覚書」が礎になってお

り、2001 年７月からの新コーポレートステートメントである“Changes for the 

Better2”に代表される、安全な製品に対する従業員の自覚を促すための活動が

展開され本事業所においても積極的に行われている。また、本事業所では三菱



 
 

９ 

グループとしての原子力品質保証重点施策に対して原子力安全を確保すること

の重要性を認識し、各職場において目標を設定するなど緻密な品質保証活動が

行われている。 

また本事業所の職場環境は、風通しの良いことを所長の方針とし、不適合事

象情報の円滑な伝達習慣の定着、企業倫理面での活動を積極的に実施している

ほか、所内イントラネットを広範に活用してかつこれを協力会社にも公開する

ことにより情報の共有化に寄与している。 

教育面については、業務に即した資格取得を計画的に推進するとともに、技

術・技能の伝承のため優れた技術力を有する人材の活用を図っていることは評

価されるものと考えられる。 

労働安全については、類似災害の繰り返しを防ぐため安全面での強化が図ら

れており、その一例としてリスクアセスメントを取り込んだ労働安全マネージ

メントシステムを導入している。 

 

今後、本事業所は、現状に満足することなく、なお一層の安全文化の向上を

目指して更なる自主努力を継続していくことが望まれる。 

 また、今回のレビューで得られた成果が、本事業所より、原子力プロジェク

ト体制に関係するその他の事業所に、さらには協力会社に対しても展開される

ことが期待される。 

 

今回のレビューにおいて、ＮＳネットの他の会員さらには原子力産業界に広

く紹介されるべきいくつかの良好事例を見出した。主な良好事例は以下のとお

りである。 

 

・ 携帯カードの有効活用による目標の浸透と自覚の促進 

「企業理念、企業倫理・遵法宣言」とともに、事業所／職場の品質目標を

手帳収納サイズのカードとして携帯させ、日常的な自覚を促している。さら

に、上位目標の認識のためカードに個人の品質目標を記入させたり、安全文

化に関して名札の下に個人の目標を記載させたりするなど、安全文化の醸成

のための工夫に努めている。 
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・ 開かれた職場環境の推進 

トップが率先してリーダーシップを図るために、まずは開かれた職場環境

を推進しており、終日、所長室扉を開放して、三菱電機従業員、協力会社従

業員を問わず、誰もがいつでも所長と話せるような環境を作っている。また、

イントラネット上で所長エッセイを毎月掲載し親密感を醸成するとともに、

悪い情報ほど早く伝えることを常日頃から指導している。 

 

・ 多面的な設計審査のための「ＢＥＳＴ３０」評価システムの導入 

原子力部内の豊富な経験と知識を有した多分野にわたる技術専門家３０名

程度（「ＢＥＳＴ３０」）を任命し、その中から適任者を設計レビュー会議（設

計審査）メンバーとして参画させ、基本設計から製作設計までの各設計段階

の設計審査において多面的な設計検証を行っている。また新しい重要な設計

の場合には、「ＢＥＳＴ３０」に留まらず多分野の豊富な知識と経験を有する

他部の技術専門家をも参画させ、より多面的な設計検証を行っている。 

 

・ 「ＭＡＰＬＥ手法」による現地工事でのヒューマンエラー防止活動 
現地作業ミス防止策への新しい取り組みとして、ヒューマンエラー事前分

析手法を導入している。これは従来の作業ミスの事後分析による教育面を中

心とした対策への活動とは異なり、実作業前に作業者自身が評価を行い、そ

の結果を現場で活用し、ヒューマンエラーを防止していく予防的活動である。

また、作業者自身が評価する能動的な手法であり、ヒューマンエラーの可能

性、要因等の評価を定量的なものとしている。 
 

一方、本事業所の安全文化をさらに向上させるため、以下の改善提案を行っ

た。 

 

・ 所内報における企業倫理の理解度クイズ回答欄の更なる工夫 

企業倫理の醸成のために企業倫理の理解度クイズを所内報『産電ＮＥＷＳ

かわら版』に掲載し、意識の高揚を推進しているが、企業倫理に対する理解

度をさらに深めるため、内容豊富な『企業倫理ガイドライン』を有効に活用

する観点から、理解度クイズの回答欄に、『企業倫理ガイドライン』の該当個

所を記載することが有効であると考えられる。 
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・ メリハリの利いた現場掲示 
 安全（緊急時の連絡ルートなど）、教育、品質等の作業員まで周知徹底した

い情報を現場に掲示しているが、机上で用いる資料をそのまま掲示している

ため、文字が小さくインパクトが小さくなっている。ポイントを絞り、メリ

ハリを利かせるとともに、目に付きやすく、作業員の脳裏に残る掲示方法を

採用されることが望ましい。 
 

・ 安全改善活動の成果の協力会社との一層の共有化 

現地工事などでのヒューマンエラーの防止や安全改善活動は協力会社と一

体となり実施している。これらの成果はデータベースとして工場内で得られ

た成果と併せて蓄積している。これらの成果はこれまでも適宜協力会社へ提

供されているが、情報セキュリティの点もあり、安全活動に有効な情報を含

むもの全てを提供できるものとはなっていない。それを補い安全活動をさら

に一体となって推進するために、定期的な情報交換の場などで互いの所有す

る安全に係わる情報をより一層共有化していくことが望まれる。 
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【各論】【各論】【各論】【各論】    
    

１１１１....    組織・運営組織・運営組織・運営組織・運営    
    

1.11.11.11.1    現状の評価現状の評価現状の評価現状の評価    
    

（１）効果的な組織管理 

 

a．組織の構成及び責任体制 

 

本事業所原子力関連部門の組織体制及び各ライン長の基本職務は、本事業所

の規程『ＩＳＯ3９００１品質マニュアル』（以下『品質マニュアル』という。）

及び『原子力プラント品質保証活動基準』（ＪＥＡＧ4４１０１に基づき作成）に

明確に規定されている。 

本事業所では原子力関係の設計、製造、据付、アフターサービス等の業務を

遂行しており、原子力関連の組織概要は以下のとおりである。 

品質保証部門    ：品質保証推進部 
資材部門      ：資材部 
営業部門      ：営業部原子力営業課 

原子力部 
設計部門／製造部門  回転機製造部 

制御盤製造部 
サービス部門    ：原子力サービス管理部 
安全衛生管理部門  ：総務部安全衛生課 

 

また、本事業所の教育訓練は総務部人事研修課が計画・実施を行い、労働安

全衛生については、総務部安全衛生課が各部門に対して横断的管理を行い、各

部門がその活動を推進する体制となっている。倫理についての推進は総務部総

務課が取りまとめを担当し、安全文化については、品質保証推進部が品質保証

の観点から各部門の活動が装置の安定稼動に繋がるよう推進する体制となって

いる。 

なお、三菱電機における原子力事業の取りまとめは開発から、アフターサー

ビスまで一貫して原子力部が管理している。 

上記の組織以外で、工場内での設計、現地での据付・定期検査（以下「定検」
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という。）業務等に協力会社の協力を得ている。その際、当該部門が、協力会社

独自で実施する教育・訓練及び資格認定の妥当性を評価するとともに、原子力

特有の従事者教育や現地派遣前教育を実施し、資格認定をしている。一方、協

力会社及び資材等発注先との間では、情報交換会を年１回開催し、安全管理マ

インドの高揚、風土改革及び技術力の向上を働きかけている。 

なお、「協力会社との安全関係協調活動」については、特に【各論】第４項「重

要課題対応」において重点的に扱った。 

 

また品質保証については、原子力プラントの品質保証統括部門である、本社

組織に属する原子力品質保証部（以下「本原品証」という。）が神戸地区に駐在

して原子力部門の全体を管理している。本事業所では、所長自らが品質保証責

任者となっており、各部にも品質管理課を設置して所内規定に従い部内の品質

管理活動を取りまとめている。また、各部から独立した品質保証推進部が事業

所内全体品質管理の計画と推進、品質不適合低減に関するシステム、資質等の

指導などを実施している。 
安全衛生及び放射線安全については、総務部安全衛生課が中心となり 1 回／
月の安全衛生委員会で確認している。 
 

b.適正な要員の確保 

 

本事業所の従業員数は約 3,100 人で、前記の原子力関連の組織に約 1,300 人

規模の要員が配置されている。これらの要員は、先行投入を含めた生産負荷を

考慮し適正な人員を評価して配置している。 

なお、本事業所において、三菱電機エンジニアリング㈱（ハードウェア設計）、

三菱電機コントロールソフトウェア㈱（ソフトウェア設計）及び三菱電機プラ

ントエンジニアリング㈱（定検、現地試運転）の協力会社従業員が原子力関連

の業務に約 200 人従事している。 

 

c.組織の方針及び目標 

 

本事業所では、本社で作成する経営理念、経営方針及び品質方針「品質に関

する覚書」を受けての所長方針に基づいて、本事業所として品質方針及び品質
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目標を定めており、これらの方針、目標は所長通達、ポスターの掲示、所内イ

ントラネットへの掲載、社内報『めるこ』、所内報『産電ＮＥＷＳかわら版』へ

の掲載など、具体的な活動の中で全従業員に浸透している。なお、「品質に関す

る覚書」は 1958 年に当時の社長により表明され、「わが社の方針、品質奉仕の

実行、品質の意義、品質に対する責任とその管理」について規定され、三菱電

機の品質管理の礎となっている。 

原子力業務については、さらに三菱グループ原子力ＱＡ重点施策が策定され

ており、これに基づき三菱電機原子力ＱＡ重点施策及び本事業所の原子力ＱＡ

重点施策を定めている。 

 

所長方針 

「お客様に信頼される企業風土を醸成させることを第一の考え方とし、業務

向上を目指した事業環境と生産体制を確立し、安全衛生活動が定着した職場作

りを目指して事業所の総力を結集する」を大方針に、以下の 4 分野への活動が

挙げられている。 

・ 品質問題への取り組み 

（開発品・新製品のデザインレビューの徹底、人材の育成等） 

・ 最適生産体制の構築と社外支出の抑制 

・ 売上高の確保 

・ 安全衛生管理強化 

 

本事業所品質方針／品質目標 

本事業所の品質方針として「品質最優先を基本として品質の良い製品の製造

並びに質の高い役務・サービスを提供する」が定められ、その具体的目標とし

て本事業所の品質目標と重点活動項目を以下のように設定し、これらをポスタ

ーにより掲示するとともに、手帳収納サイズのカードにして全員に配布してい

る。また各部門においては、この目標を「職場の品質目標」としてさらに具体

化し、これと併せて各人の「私の品質目標」を前記のカードに記入させ日常的

な自覚を促している。さらに安全文化に関して名札の下に個人目標を記載する

ことも行っている。 
各課は毎月「職場の品質目標」に対する活動結果をフォローアップシートに

記入し、各部はそれらを 3ヶ月毎に取りまとめ各部品質委員会で評価している。
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その結果は議事録に取りまとめられ、フォローアップシートと議事録がセット

で運用され、ＰＤＣＡ5サイクルが廻されている。またこれらについては所内イ

ントラネットに公開し、他部門の情報を閲覧できるようにすることで情報の共

有化を図っている。 
 
＜2002 年度電力・産業システム事業所品質目標／重点項目＞ 
品質目標：①品質ロスコスト6の削減 

②出荷後２年未満で発生する不適合件数の半減 

重点活動項目：①不適合の未然防止 

②新生産方式の適用による標準化の推進 

③技術・技能の伝承と基本技術の確保 

④現地作業及び購入品の品質保証 

⑤風土改革（＊） 

 

（＊）不適合については、そのレベルにより社長まで迅速に情報が報告さ

れるシステムができている。 

 

三菱グループ原子力ＱＡ重点施策 
三菱グループ（三菱電機、三菱重工業㈱、三菱原子燃料㈱等）の原子力関連
部門において「三菱グループ原子力ＱＡ重点施策」が定められており、本事業
所も三菱グループとしての活動を展開している。具体的には、各職場の業務内
容に応じた具体的な重点実施事項を策定し、推進している。活動結果は３ヶ月
毎に本社組織に属する原子力品質保証統括部門である「本原品証」に報告して
いる。 
 
＜平成１４年度三菱グループ原子力ＱＡ重点施策＞ 
①フロントローディング7による計画業務の充実 
②トラブル再発の徹底的撲滅 
③品質管理の基本の徹底 

 

また、上記の方針・目標や標準類他の情報を全従業員に事業所内のイントラ

ネット上で公開している。 

 

なお、「労働安全（放射線管理を含む）に係る具体的な活動」については、特
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に【各論】第４項「重要課題対応」において重点的に扱った。 

 

d．管理者（職）のリーダーシップ 

 

副所長との面談の結果、以下のことが確認された。 

・ 本事業所にとって、製品の信頼性、安全性が最優先である。お客様の信

頼の上に成り立っている業務であり、社会的な信頼を得ることが大前提

である。 

・ 今回の東電問題を踏まえ信頼を得ることを再度徹底する。 

・ 開かれた職場環境を推進し、悪い情報ほど早く伝えることを常日頃から

指導している。その一方策としてイントラネット上で所長エッセイを毎

月掲載し親密感を醸成するとともに、終日、所長室の扉を開放して、三

菱電機従業員、協力会社従業員を問わず、誰もがいつでも所長と話せる

環境を作っている。 
・ コストダウンと安全性の両立に関しては、安全性を徹底すれば結果的に

コストダウンにつながるという見解が示された。 
・ 特殊製品については標準化を図ることにより、品質を保持したままコス

トダウンを目指している。 
・ 品質の確保という観点から、各部から独立した部門として品質保証推進

部を本年 6 月に発足させ、トラブルが発生した場合の客観性向上及び水
平展開に効果を上げている。 

 

管理職との面談の結果、以下のことが確認された。 

・ 年度始めに設定した、課の品質目標の再認識が重要であるとの観点から、

週毎の業務報告の中で品質目標に対する成果等を記載させる等、フォロ

ーアップを実施している。 

・ 原子力部における安全確保（顧客先への納入製品・システムに関連した）

の重点は、不適合の水平展開、開発の際の設計品質にある。 

・ 不適合情報を早く伝達するよう部下へ指導している。 

 

担当者との面談により、組織の方針及び目標が十分に理解され、その達成に

取り組んでいる以下の状況が確認された。 
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・ 各種方針目標は社内報、所内報、イントラネットにより頻繁に確認して

いる。 

・ 携帯用カード（企業理念、企業倫理・遵法宣言、品質方針、環境方針）

は目標の日常的な確認に非常に役立っている。 

 

以上のように、所長の姿勢・取り組みが、本事業所で働く人々によく浸透し

安全意識の醸成を促すことにより、後述の７つの行動指針に表される安全文化

の形成に寄与していると考える。 

 

e.品質保証体系の構築 

 

本事業所では、1997 年にＩＳＯ９００１を取得し（ＬＲＱＡ8）、事業所標準

『品質マニュアル』にて、設計、製造、検査に係る全ての業務について品質保

証体系を構築している。 

三菱グループにおける品質保証に関する会議体として、三菱重工業㈱原子力

事業本部長主催の三菱原子力ＱＡ総会（1 回／年）、三菱重工業㈱原子力品質保

証室長主催の三菱原子力ＱＡ連絡会（2回／年）及び三菱原子力ＱＡ推進会議（3

回／年）があり、品質に関する三菱グループの目標設定や活動成果の情報交換

を行っている。 

三菱電機における品質保証に関する会議体は、生産システム本部長を委員長

として各事業所の品質保証責任者を委員とする品質保証責任者会議（2回／年）

を開催している。 

当事業所の品質保証に関する会議体としては所長を委員長とする品質委員会

（2回／年）、各部部長を委員長とする各部品質委員会（1回／3ヶ月）及び品質

保証推進部長を委員長とする品管課長会議（1回／2ヶ月）等がある。 

品質保証の規程類については、イントラネット上に最新版を掲載するととも

に更新時にはメールにより変更を通知し周知している。 

 

なお、品質保証に係る具体的活動については、特に【各論】第４項「重要課

題対応」において重点的に扱った。 
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（２）安全文化の醸成・モラル向上に係る活動 

 

a．具体的な安全文化醸成に係る活動 

 

三菱電機では創立８０周年を機に、新企業理念推進のためコーポレートステ

ートメント“Changes for the Better”を表明し、このための具体的な行動指

針として７つの指針（信頼、品質、技術、貢献、遵法、環境、発展）を設定し

ている。これらについては次項「b．具体的なモラル向上」に記載する企業倫理・

遵法宣言とともに手帳収納サイズのカードを従業員全員に配布して携帯させ、

常にこれを意識させることにより安全文化の醸成を図っている。 

 
＜新企業理念＞ 
三菱電機グループは、技術、サービス、創造力の向上を図り、活力とゆと

りある社会の実現に貢献する。 
＜７つの行動指針＞ 

1.信頼：社会・顧客・株主・社員・取引先等との高い信頼関係を確立する。 
2.品質：最良の製品・サービス、最高の品質の提供を目指す。 
3.技術：研究開発・技術革新を推進し、新しいマーケットを開拓する。 
4.貢献：グローバル企業として、地域、社会の発展に貢献する。 
5.遵法：全ての企業行動において規範を遵守する。 
6.環境：自然を尊び、環境の保全と向上に努める。 
7.発展：適正な利益を確保し、企業発展の基盤を構築する。 

 
本事業所では安全文化醸成に関して、小集団活動を取り入れた職場内コミュ

ニケーションの活性化（部門の壁を越えた活動も実施）を図っている。小集団

活動のテーマはトップダウンで設定され、この成果は所長に報告され、この中

から優秀なチームを社長が主催する全社大会に派遣している。このほか、安全

文化醸成に関して以下のような活動を行っている。 

・ 管理職を対象とした社長講話の実施 

・ 新企業理念に基づいたＣＳ9活動の展開 

・ 所長、部長の宣言をもとに所内全員が改革宣言を実施 

・ 原子力現地工事従事者を対象に「現地派遣者教育」を実施し、出張時の
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心得について教育（倫理に関する内容を含む）を実施 

 

なお、所内報『産電ＮＥＷＳかわら版』を所内全員へ配布して、これらの内

容について周知を行っている。 

 

b．具体的なモラル向上に係る活動 

 

本事業所では、新入社員教育や管理監督者教育及び配布物による周知を行い、

企業理念の醸成を図っている。具体的には、 

・ 「企業理念、企業倫理・遵法宣言」を明文化するとともに手帳収納サイ

ズのカードとして従業員全員に配布している。 

・ 三菱電機として、1990 年に『企業倫理ガイドライン』（小冊子）を作成し

従業員全員に配布するとともに1991年に企業行動規範委員会を設置して

いる。その後、委員長に法務担当役員を任命する等の改組を行い、従業

員の企業倫理、遵法意識の醸成を図っている。2001 年に、男女雇用機会

均等法の施行、国家公務員倫理法の変更等を踏まえた最新版が発行され

ている。 

・ 一問一答式の企業倫理の理解度クイズを所内報『産電ＮＥＷＳかわら版』

に掲載し、企業倫理に対する継続的な意識の高揚を推進している。 

・ 「企業理念、企業倫理・遵法宣言」、『企業倫理ガイドライン』の周知に

ついては、毎年の新入社員教育、社内資格に基づく階層別研修（５段階）

及び新任監督者研修において実践的な内容を取り上げるほか、『企業倫理

ガイドライン』については新任管理職も対象に含め毎年 1 回研修を実施

し、企業倫理の再確認及び徹底を図っている。 

上記のうち、所内報『産電ＮＥＷＳかわら版』における企業倫理の理解度ク

イズについては企業倫理に対する理解度をさらに深めるため、その回答欄に、

『企業倫理ガイドライン』の該当個所を記載することが有効であると考えられ

る。 

なお、東電問題を踏まえて、次年度計画において倫理教育の強化を検討して

いる。 

管理職との面談の結果、次のことが確認された。 

・ 従業員の相談窓口として、労働組合、人事部門、法務マネージャーの他、
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社長室直結の倫理相談窓口を設置し、これを所内報『産電 NEWS かわら版』

で周知している。これらの処理プロセスも確立している。 

・ 2000 年 4 月から各課に従業員の遵法関係のアドバイスを行う（相談先を

紹介する等）担当者を配置する「リーガルアドバイザー」制度を設置し

ている。なお、遵法関係のアドバイスを行う担当者については、３～４

日／年の「技術者のためのリーガルアドバイザー講座」の受講者から選

出している。 

 

c．地元地域等との融和活動 

 

本社原子力部に、社内及び協力会社に対する原子力広報活動推進のための原

子力広報事務局を設けている。活動内容は、社内向けのＰＡ資料の作成配布、

講演会、施設見学会のほか、社外に対しても原子力関係事業者の一員として以

下の活動を積極的に実施している。 

・ 日本原子力文化振興財団10の講師派遣事業として小中学校などで講義・講

演を実施。 

・ 関西原子力懇談会11や関西原子力情報ネットサーフィン12などの各種団体

交流。 

・ 発電所地元で開催されるイベント（美浜五木マラソン、泊マラソン等）

へ参加。 

 

また、本事業所では地元地域（神戸市民）との融和活動の具体例として、以

下の活動を実施している。 

・ 地域自治会の定例（月１回）会議に出席 

・ 三菱電機夏祭りに地域住民を招待し工場を開放 

・ 近隣地域の夏祭りへの協賛 

・ 年３回の地域一斉清掃活動に約５００名の従業員が参加 

・ 会社施設（グラウンド、テニスコート、体育館等）の開放 

・ 中学生の体験実習制度（トライやるウィーク13）に協力（協力会社にて５

名受け入れ） 
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1.21.21.21.2    良好事例良好事例良好事例良好事例    

    

・ 携帯カードの有効活用による目標の浸透と自覚の促進 

「企業理念、企業倫理・遵法宣言」とともに、事業所／職場の品質目標を

手帳収納サイズのカードとして携帯させ、日常的な自覚を促している。さら

に、上位目標の認識のためカードに個人の品質目標を記入させたり、安全文

化に関して名札の下に個人の目標を記載させたりするなど、安全文化の醸成

のための工夫に努めている。 

 

・ フォローアップシートによる目標達成評価とその情報の共有化 

各課において「職場の品質目標」に対し、毎月その活動結果をフォローア

ップシートに記入し、各部はそれらを 3 ヶ月毎に取りまとめ各部品質委員会

で評価している。その結果は議事録に取りまとめられ、フォローアップシー

トと議事録がセットで運用され、ＰＤＣＡサイクルが廻されている。またこ

れらについては所内イントラネットに公開し、他部門の情報を閲覧できるよ

うにすることで情報の共有化を図っている。 

 

・ 『企業倫理ガイドライン』の作成と社内報を活用した企業倫理の理解度チ

ェック 

1990 年より『企業倫理ガイドライン』（小冊子）を作成してその後順次改

訂し、現在 2001 年版を全員に配布するとともに、新入社員研修、資格別研

修等で適時研修を実施している。さらに、一問一答形式の企業倫理の理解

度クイズを所内報『産電ＮＥＷＳかわら版』に掲載し、企業倫理に対する

継続的な意識の高揚を推進している。 

 

・ 開かれた職場環境の推進 

トップが率先してリーダーシップを図るために、まずは開かれた職場環境

を推進しており、終日、所長室扉を開放して、三菱電機従業員、協力会社従

業員を問わず、誰もがいつでも所長と話せるような環境を作っている。また、

イントラネット上で所長エッセイを毎月掲載し親密感を醸成するとともに、

悪い情報ほど早く伝えることを常日頃から指導している。 
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1.31.31.31.3    改善提案改善提案改善提案改善提案    

    

・ 所内報における企業倫理の理解度クイズ回答欄の更なる工夫 

企業倫理の醸成のために企業倫理の理解度クイズを所内報『産電ＮＥＷＳ

かわら版』に掲載し、意識の高揚を推進しているが、企業倫理に対する理解

度をさらに深めるため、内容豊富な『企業倫理ガイドライン』を有効に活用

する観点から、理解度クイズの回答欄に、『企業倫理ガイドライン』の該当個

所を記載することが有効であると考えられる。 
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２２２２....    教育・訓練教育・訓練教育・訓練教育・訓練    
    

2222.1.1.1.1    現状の評価現状の評価現状の評価現状の評価    

    
（１）資格認定 

 

ａ．資格認定制度と評価基準 

 

各作業を行う上での業務に必要な資格を、『品質マニュアル』に規定している。

各課においては『品質マニュアル』に基づいた『研修計画書』を作成し年度毎

に資格取得を計画している。 

中でも資格を必要とする現場作業（溶接、ハンダ付け、ろう付け、圧着、非

破壊検査）についての作業資格者認定評価基準を『資格認定要領』に定め、国

家検定、社内検定、その他各種資格について各個人に対する取得計画・実績を

「技能マップ」で管理し運用していることを確認した。また、資格の取得にあ

たっては、個人の経験年数を踏まえ、上長との面談を通して計画的に進めてい

る。 

作業現場には当該作業に必要な資格及び取得状況が各個人別に掲示されてお

り、作業者の必要資格の自覚及び資格取得へのモチベーションの高揚に役立っ

ている。 

 また、社内検定や国家検定を受験する際には、社内で訓練を行うなど適切な

支援が行われている。 

 

（２）教育・訓練の計画と実施 

 

ａ．教育・訓練計画 

 

本事業所では『品質マニュアル』に基づいた『研修計画書』を年度毎に作成

し職能資格別に、必須・指名研修、マイプラン研修等を体系化し三菱電機技術

ゼミナール／技能学校等の講座を実施している。受講については、個人の希望

及び上長との面談を通して計画的に進めている。 

また、特に品質に影響する各活動に対する教育については、『品質マニュアル』
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において、部門毎に管理職から作業員までの全ての要員に対する必要な教育・

訓練方法を規定している。 

具体的には、各課において、必要な技術修得のための技術講座、各種技能研

修等を明らかにし、計画的な受講ができるよう「技術マップ」（受講計画及び実

績）を作成している。また、毎年実施する個々人に対する「役割・成果レビュ

ー制度」の中で、個人の目標と技術講座受講計画の確認を行い、成果評価時に

は面談も加え受講状況を確認している。特に若手設計者に対しては現場経験が

重要であるとの認識から、計画的な実践経験の積み重ねを重視している。 

新入社員に対しては、３年間の育成指導計画書を作成し、教育主任を選任し

て育成指導を行うなどの配慮がなされている。 

なお、新入社員教育に対する企業倫理教育及び新任監督者研修において「三

菱電機グループの企業理念・行動指針」及び「三菱電機グループの企業倫理・

遵法宣言」をはじめとする技術者としての倫理面での基本的な研修内容が含ま

れていることを確認した。さらに東電問題を踏まえ、倫理教育の強化を検討し

ていることを確認した。 

 

b.教育・訓練の実施 

 

本事業所では、前記の「技術マップ」を用いて弱点／要強化ポイントと目標

レベルを設定するとともに技術伝承策としても展開している。今年度は特に原

子力固有技術、シーケンス技術及び放射線計装技術を重点ポイントとして関係

部門による設計根拠書の整備／勉強会を中心とした技術伝承施策を進めるとと

もに、その成果について「技術マップ」での評価を継続して実施している。 

協力会社においても「技術マップ」による能力把握と能力開発／教育の推進

が行われており、協力会社連絡会等の場で推進状況を確認するとともに、原子

力部内講座への協力会社からの参加や必要に応じて「技術マップ」の評価等を

実施している。 

また、講座等で取得した知識の実務能力への強化を目指し、実機環境模擬試

験設備14(「エレクトロニクススクール」)の構築を計画し、一部既に実施してい

る。本環境を活用した教育カリキュラムを設定し、トラブル対応の模擬体験を

含めた実機訓練等により、協力会社を含めた従業員の能力強化を推進している。 
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（３）技能・技術伝承 

 

本事業所では、技能・技術伝承活動の一環として、主管技師長及び主席技師

長を任命し、各人の業務経験や得意分野を周知するとともに他部門からの要請

による設計レビューへの参画、講師等に派遣するなど仕組みが作られている。

また、原子力部においては、設計製造技術の技術蓄積及び伝承活動の継続的実

施に向けて、各技術分野（固有技術分野及び共通技術分野）で技術力の優れた

30 人を選定し部内「ＢＥＳＴ３０」を部長が任命し、設計審査員として設計審

査に参画するとともに技術育成者としての活動を推進している。 

これらの運用により、多面的な技術・技能伝承が図られると思われる。 

また、さらに以下の活動を実施している。 

・ 作業リーダーによる個別育成指導の実施や、技能競技大会（所内）、全社

技能競技大会等を通じて、現場における技能向上に努めている。 

・ 国家技能検定資格（配電盤組立職種、電子機器組立職種等）、生産遂行に

必要な技能資格等の取得準備を通じて、技能・知識水準の維持・向上を

図っている。 

・ 課及び係内ローテーションを実施し、計画的に次世代技能者の育成を図

っている。 

・ 製造部門では、経験者と若手を組み合わせたマンツーマン形式で技能・

技術の伝承に努めている。 
 
2.22.22.22.2    良好事例良好事例良好事例良好事例    

    

・ 有資格者の掲示による意識高揚策の実施 

業務に必要な技術・技能及びその力量評価ために、作業現場には当該作業

に必要な国家検定、社内検定、その他各種資格について、各個人に対する取

得計画／取得状況（「技能マップ」）が各個人別に掲示されており、作業者の

必要資格及び弱点／要強化ポイントの自覚及び資格取得へのモチベーション

の高揚に役立っている。 
 
・ 実機環境模擬試験設備の構築による実務能力強化の推進 

講座等で取得した知識の実務能力への強化を目指し、机上だけの技術・技

能習得だけでなく、実機環境模擬試験設備（「エレクトロニクススクール」)
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の構築を検討（一部運用）し、トラブル対応の模擬体験を含めた実機訓練等

による協力会社も含めた従業員のの効果的な技術・技能の習得を推進してい

る。 

 

・ 多面的な技術・技能伝承のための主管技師長、主席技師長制度の導入 

  主管技師長、主席技師長を任命し、各人の業務経験や得意分野を周知する

とともに他部門からの要請により設計レビューへの参画や講師等を派遣する

など、技術・技能を向上させる仕組みが作られている。 

また、原子力部では各技術分野で技術力の優れた「ＢＥＳＴ３０」を任命

し、設計審査等を実施し指導するなど技術育成者としての活動を推進してい

る。 

これらの運用により、多面的な技術・技能伝承が図られると思われる。 

 

2.32.32.32.3    改善提案改善提案改善提案改善提案    

 
・ 特になし    
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３．設計・製造３．設計・製造３．設計・製造３．設計・製造    

    

3.13.13.13.1    現状の評価現状の評価現状の評価現状の評価    

 

（１）効果的な設計管理 

 

 ａ．設計組織 

 

要員及び作業環境等 

本事業所においてはプロジェクトに対応して柔軟に関係部門の業務分担を定

めており、要員数については、『部年度業務計画書』を作成し、先行投入を含め

た生産負荷を評価し、適正な人員配置となるようにしている。また、担当要員

毎に「技術マップ」を作成し、技術分野及び製品機種別に、それぞれ５段階で

自己評価と責任者評価による技術レベルの評価及び確認が行われ、個人毎の経

験と技術習得状況を取りまとめている。この「技術マップ」をもとに設計作業

における適切な作業分担及び要員の意識の向上、意欲の増進に役立てている。 

 

設計業務に必要な期間の確保については、『品質マニュアル』の規程に基づき、

『品質管理個別計画書』を作成し、設計、調達、製作及び試験検査の日程計画

の管理を行い、各工程での必要な期間の確保がされるよう計画を立案している

ことを、デジタル式制御装置の『品質管理個別計画書』で確認した。この中で

具体的な管理のポイントとして、上流工程の遅れが下流工程に影響を及ぼさな

いように、提出図書管理及びホールドポイントの工程管理が確実に行われてい

ることを確認した。 

 

原子力部では、設計組織内でのコミュニケーションの活性化を図るために、

月１回の部長による「開発フォロー会議」や週１回の頻度で部内共通事項を確

認する「部内課長会議」を開催するとともに、それらの内容を課内に周知する

課内ミーティングを行っている。さらに、毎年上司と部下が個人の目標及び成

果について面談することにより業務目標等に関する意思の疎通を図っている。

これらのコミュニケーションが確実に実施され、製品を確実に造り込むことに

対して効果を上げていることを管理職クラス及び担当者クラスとの面談で確認
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した。面談では、特に気を付けることとして、ＩＴ化などのインフラは道具と

してうまく活用しているだけでなく、一方通行の情報伝達になりやすい点を十

分認識し、フェイス・ツー・フェイスのコミュニケーションを重視し業務にあ

たっていることが示された。 

 

設計業務の作業環境を整える観点から、設計部門は業種毎に設計棟のワンフ

ロアーに集約し、設計課間のインタフェース調整や交流を容易にするなどして

業務の効率化を図っており、コミュニケーションの活性化などの具体的成果が

上がっている。 

 

原子力プラントの建設工事や大型改造工事においては、外部との連絡窓口と

して原子力部内にプロジェクトマネージャを置き、関連部門を取りまとめ連携

を取って業務を遂行している。運転中のプラントには原子力プラント現地工事

の全社窓口部門である原子力サービス管理部より派遣しているサービスマネー

ジャーが現地に常駐し、顧客のニーズ、要望を迅速かつ的確に把握し、設計・

保全計画に反映することで密着した連携を図っている。これらの体制を「原子

力部職制／業務一覧表」で確認した。 

 

設計者の知識及び経験 

 各ライン長は、当該機器を設計するうえにおいて十分な力量があることを「技

術マップ」で確認の上、担当者を決め業務を遂行している。設計者の技量の定

量化に際しては、図書承認時に担当者をヒヤリングするなどの方法で日常的に

その技量を把握しており力量評価のベースとして記録していることが、管理職

クラスと担当者クラスの面談から確認できた。また面談では、経験の重要性が

紹介され、技術伝承が滞らないように工夫したり、設計オーダーに対しベテラ

ンを一人以上入れたり、設計担当者となる前に現場経験を積ませるよう計画・

実行していることが確認された。 

 

ｂ．設計マニュアル類とその遵守 

 

設計マニュアル類の整備 

設計に必要なマニュアル（手順）は標準業務フロー図で規定化し活用してい
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る。標準業務フロー図には各作業ステップに必要な規程類を明示し、各設計作

業の漏れが生じないような工夫等行っていることを「標準業務フロー図（設計

部門）」で確認した。 

 

設計マニュアル類の作成（改訂を含む）、審査及び承認の方法 

標準の作成（改訂を含む）、照査、検認の方法を『執務規程』に明確に規定し

ている。規程を改定する場合には初版作成時と同じ手順で行われていることを

「標準業務フロー図（設計部門）」の事例にて確認した。 

 

設計マニュアル類の周知 

管理職クラスとの面談により、原子力部の規程類を制定あるいは変更した場

合は、課員に電子メールでその内容を周知するとともに、メール開封の返信メ

ールを必ず確認し、出張等で一定期間内に開封していない課員がいれば、マニ

ュアル改訂の旨を直接伝えるなど、周知徹底を図っていることを確認した。担

当者クラスとの面談では、マニュアルの変更が必要となった場合には上司に相

談するなど必ず改訂の手続きを踏まなくてはならないと認識していることを確

認した。 

 

ｃ． 設計管理 

 

設計取り合い 

設計の取り合い確認を必要とする図書については『設計インタフェース管理

要領』に基づき、「レビュー依頼票」を作成し取り合い先との調整を行っている。

また、「レビュー依頼票管理台帳」を作成し、製作機種毎にレビュー依頼先を一

覧表にまとめ、インタフェース確認が確実に行えるように管理している。社外

との取り合いについても、「レビュー依頼票管理台帳」及び「レビュー依頼票」

にて、取り合いチェックを行っている。 

 

設計検証 

製品の設計から製作までの各段階での設計検証は、担当課以外の原子力部内

技術専門家によるレビュー会議（設計審査）で広範な審査・評価を行っている。

この技術専門家は「ＢＥＳＴ３０」と呼ばれ、原子力部内の各分野の専門技量



 
 

３０ 

を定量的に評価し選任している。レビュー会議は、基本設計段階から始まって

各段階において、「ＢＥＳＴ３０」の中から適切なメンバーを招集し多面的な検

証が行われている。召集するメンバーには、事前に査読期間を設け、コメント

等を確認した上でレビュー会議を開くなど、単なる設計紹介の会議にならない

ような取り組みが行われ、設計審査の活性化が図られている。新設計・新工法

の検証の場合には、原子力部内の「ＢＥＳＴ３０」に留まらず、多分野の豊富

な知識と経験を持った他部の技術者をレビュー会議の一員として参画させるこ

とにより多面的な検証をさらに強化し、その結果を設計に反映している。これ

らの事例として、開発品の制御基板の『デザインレビュー実施報告書』を確認

した。 

その他の検証の仕組みとして、デジタル制御装置用ソフトウェアの検証には

シミュレータ等を活用し実施している。この検証にあたっては過去のトラブル

などの事例を参考にシミュレータ精度の向上を図るなどの改善を行っている。

また、製品出荷前に設計・製造部門出席による「品質評価会議」を開催し、設

計審査の内容が確実にフォローされていることも合わせて確認している。 

 

設計変更の管理 

設計変更を行った場合の影響については「問題点と変更点管理シート」を作

成し、影響を受ける箇所を当該部署で記載していることをシートの事例で確認

した。 

変更管理の手順、方法については『設計図書の変更点管理要領』に定められ

文書化されている。 

 また、その結果、コメントが出た場合は、「コメント処理表」を作成し、その

コメントが確実に処置完了されていることを取りまとめ、関係者に周知してい

る。 

 

（２）効果的な製造管理 

 

ａ．製造組織 

 

要員及び作業環境等 

製造部門の要員については、設計部門と同様にプロジェクトに応じて柔軟に
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業務分担を定めて適正となるように手順を踏んで配置を決めている。実際の配

置については事例として「工作部門組織表」をもとに確認した。 

 

製造作業に必要な期間の確保については、設計部門より起案される『品質管

理個別計画書』に基づき、設計、調達、製作及び試験検査の日程計画の管理を

行い、各工程での必要な期間が確保されるように計画されている。 

 

製造部門は設計審査の段階から検証に参加し、製造段階での後戻りがないよ

うにしている。例として製作前に「ＮＱＣ制御盤組み立てフローチャート」の

作成において参加していることを確認した。 

 

設計部門とのコミュニケーションについては設計審査段階に製造部門の関係

者が加わることにより製造、試験の立場で意見を述べるとともに、設計者が加

わった「現品会議」を開催し、設計者との意志の疎通を図っていることを「現

品会議規程」により確認した。 

さらに設計者は日常業務においても、現場に出向き製作現場との意思疎通を

図っていることを担当者クラスとの面談にて確認した。 

 

製造業務に係わる作業環境の整備（整理・整頓・清掃・温湿度管理・粉塵管

理・異物管理）を推進する活動を展開していることを「発電原子力制御盤製作

工場」の現場観察により確認した。 

 

作業者の知識及び経験 

管理職クラスとの面談において、班長は作業員が十分な知識・経験と資格を

有していることを「技能マップ」にて確認の上、作業を担当させていることを

確認した。また配置後においても、日常の作業状況及び本人との会話の中で担

当作業の遂行上、問題の無いことを確認している。 

 担当者クラスとの面談においても適切な作業分担のもとに作業を行っている

ことを確認した。 

 

ｂ．製造マニュアル類とその遵守 
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製造マニュアル類の整備 

各作業に必要なマニュアル類は、「作業標準」にまとめて文書管理がされてい

る。特に注意を必要とする点、図面情報に付加した情報が必要な作業について

は「作業指導票」を発行して作業指示をしている。これらの標準は、管理部門

が登録・改訂・廃棄・配布先の管理を実施している。 

 

製造マニュアル類の作成（改訂を含む）、審査及び承認の方法 

製造マニュアル類の作成、照査及び検認の方法は『標準管理規程』により明

確に規定されている。具体的には、文書の変更が生じた場合には初版と同様の

手順で承認及び発行し、旧版は廃棄することが明記されていた。 

 

製造マニュアル類の遵守 

担当者クラスとの面談により以下の取り組みが確実に行われ、マニュアル類

が遵守されている様子が確認できた。 

・ 作業者はＱＣ工程図、要領書及び作業指示書に従い作業を実施している。 

・ 新しい作業を行う際には、担当者を集めて要領書類を周知徹底している。 

・ 担当班以外の班長もスタッフに入れて品質パトロールとして、月１回の

職場巡視を行い、マニュアルの遵守状況を確認している。 

 

ｃ．設備保守 

 

設備及び機器の保守・点検 

『インフラストラクチャー管理規程』に基づいて保守・点検を実施している。

具体的には、細部を定めた『機械・装置管理規程』により「点検チェックシー

ト」を用いた保守・点検が行われている。また、設備・装置は管理台帳に登録

され、設備計画は「設備点検予定表」にまとめられている。これらは、重要度

により分類し定期的に確認している。 

 

ｄ．製造計画・管理 

 

製造作業計画と実施 

効果的な製造計画の管理を行うための具体例として、制御盤組立グループの
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実施状況を確認した。製作前に「NQC 制御盤組立フローチャート」を作成・発行

し周知している。また、現場観察にて放射線モニタ盤の製作状況を観察し、「Ｑ

Ｃフロー図」と作業指示伝票にて確実に消し込みチェックが行われ、製作手順

通りに作業が進捗していることを確認した。 

 

適切なコミュニケーション 

職場内のコミュニケーションを図るために「職場内ミーティング」や管理職

による作業員への声かけなどによるコミュニケーションの活性化を図っている。

また工作スタッフ・管理職による職場巡回で作業者への声かけにより、作業者

の疑問点の確認や標準とずれた作業となっていないか等を確認していることを

管理職クラスとの面談により確認した。 

 

3.23.23.23.2    良好事例良好事例良好事例良好事例    

 

・ 適切な要員配置のための「技術マップ」の作成と活用 

  設計要員の技術レベルの評価を技術分野及び製品の機種別にきめ細かく整

理した「技術マップ」として作成し、これをもとに設計作業における適切な

作業分担、要員の意識の向上、意欲の増進に役立てている。 

 

・ 多面的な設計審査のための「ＢＥＳＴ３０」評価システムの導入 

  原子力部内の豊富な経験と知識を有した多分野にわたる技術専門家３０名

程度（「ＢＥＳＴ３０」）を任命し、その中から適任者を設計レビュー会議（設

計審査）メンバーとして参画させ、基本設計から製作設計までの各設計段階

の設計審査において多面的な設計検証を行っている。また新しい重要な設計

の場合には、「ＢＥＳＴ３０」に留まらず多分野の豊富な知識と経験を有する

他部の技術専門家をも参画させ、より多面的な設計検証を行っている。 

 

3.33.33.33.3    改善提案改善提案改善提案改善提案    

 

・ 特になし
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４．重要課題対応４．重要課題対応４．重要課題対応４．重要課題対応    

    

4.14.14.14.1 現状の評価現状の評価現状の評価現状の評価    

 

4.4.4.4.1111.1.1.1.1 原子力安全に対する取り組み原子力安全に対する取り組み原子力安全に対する取り組み原子力安全に対する取り組み    

 

（１）協力会社との安全関係協調活動 

 

a.協力会社との適切なコミュニケーション 

 

協力会社に対しては、『品質マニュアル』をはじめ、各種規程、要領書（標準

所）などを所内イントラネットを用いて周知徹底を図るとともに、トラブルの

連絡を行うなど情報の共有化に努め、さらには本事業所の教育訓練へ参加を促

すなど安全文化醸成及び向上に努めている。 

また、協力会社及び資材等調達先を含めた情報交換会（1回／年、前回実績

140 社、220 名参加）により、安全管理マインドの高揚、風土改革、技術力の向

上に努めていることや、資材等調達先の監査の際に、顧客も同席させ要望を的

確に把握するための機会を設けるなど、協調関係向上のための工夫がなされて

いる。 

 

b.協力会社の評価 

 

・ 協力会社及び資材等調達先の評価については、新規調達先に対してはＩＳ

Ｏ９００１の取得状況等を加味して品質監査を実施しており、契約実績の

ある調達先に対しては品質、納期、コスト及び信用度の評価を実施してい

る。 

・ 協力会社及び資材等調達先とは継続的な取引に関する基本的事項を規定し

た『取引基本契約』において品質保証の条項が設けてあり、さらに品質保

証に関する基本的事項を網羅した『品質保証協定』を締結している。 

・ また本事業所の品質保証要求事項が遵守されていることを確認するため、

定期監査及び随時監査を協力会社及び資材等調達先の工場に出向いて実施

している。 
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・ 監査の結果は『調達先監査報告書』として取りまとめ、品質保証推進部長

の承認を得た後、通知書として必要に応じ改善要望事項を付して被監査会

社へ通知し改善につなげている。 

 

（２）品質保証 

 

a.効果的な監査体制 

    

本事業所における監査は品質保証推進部を取りまとめ部門として以下の監査

が実施され、品質保証システムが継続的に機能していることを確認した。 

 

①内部監査 

原子力関係課（約 50 課）を含む全課に対して、ＩＳＯ９００１に準じた定

期内部監査（１回／２年）を実施するとともに、必要に応じて特別監査を実

施し、品質保証活動向上の観点から業務の遂行状況を確認している。また、

神戸、長崎両地区の監査員の交流にも考慮し監査を実施している。 

監査の結果は内部監査報告書として取りまとめ、品質保証責任者（所長）

に報告されている。 

②ＩＳＯ監査 

認証機関ＬＲＱＡによるＩＳＯ９００１の監査を定期的（2回／年）に受審

している。 

③電力監査 

 国内電力会社による監査を受審している。 

④その他 

・ 「本原品証」による本事業所の品質監査が毎年 1回実施されている。 

・ 三菱原子力グループの監査として、三菱重工業㈱をリーダーとする監査

が 1 回／年あり、さらに、ＱＡ診断としてトップによる経営を含めた意

見交換をする場を設けている。 

 

b．データ改ざん問題・ＪＣＯ事故問題関連への対応 

 

本事業所では、データ改ざん問題やＪＣＯ事故問題に関して、その都度、そ
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れらの発生原因に照らして、事業所として問題が潜在していないか確認し、必

要な改善を図っている。また、重要な調達品の品質記録においては、元データ

を再確認するなど人的要因によるデータ改ざんの防止を図っている。 

今後とも、可能な限り人的要因が介在しないようなシステム構築をさらに検

討していくことが重要であると互いに確認した。 

 

①キャスクレジン問題発生時には、「本原品証」の水平展開指示に基づき、不

適合発生時の処置要領の管理及び倫理教育の強化を目的として、標準類の

改定及び『企業倫理ガイドライン』の策定を行うとともに、周知徹底を図

っている。 

②ＪＣＯ事故発生時には、「本原品証」の水平展開指示に基づき、工場製作及

び現地工事で使用している要領書の総点検を実施し、記載内容と実作業が

乖離していないか等について確認し、要領書の一部修正を行った。 

③ＭＯＸデータ改ざん問題発生時には、「本原品証」の水平展開指示に基づき、

意図的不正行為に対する総点検を実施した。 

 

ＪＣＯ事故問題やＭＯＸデータ改ざん問題は、いずれも『モラル』の問題で

あり、【各論】第１項「組織・運営」中の「具体的なモラル向上に係る活動」の

項目で記載した通り、倫理教育等を行い、モラルの向上を図っている。 

 

（３）原子力施設の信頼性向上への取り組み 

 

既設原子力発電プラントの機器に対する信頼性向上のためには、定検におい

て機器の健全性確認を確実に実施するとともに、さらに経年劣化対策、不適合

に対する水平展開、並びに最新技術の採用等の設備改善（予防保全）の重要性

を認識し、これらを継続的に取りまとめ顧客に提案している。この予防保全活

動では、体制、対応フロー等の活動内容を明確にするとともに情報の電子化を

積極的に展開している。予防保全への全体取り組み状況の一つとして「ＭＥＬ

ＲＡＰ－Ｎ」（Mitsubishi Electric Company Reliability & Availability 

Up-Grading Program－Nuclear）システムにて納入品を機種分類し、それぞれの

機種に必要な予防保全項目を定めて管理していることを確認した。 
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（４）原子力施設の安全運転への寄与 

 

原子力施設でのトラブル発生時には、『原子力サービス管理部標準』に示され

る連絡経路、体制、トラブル処理フロー、役割等の処理要領に基づき対応する

こととしている。基本的な方針としては、放射線事故、プラントトリップ15、定

検の期間延長及び会社の保有技術の根幹に影響するものに関わる事象に至った

場合は、緊急処理体制を敷くことが明記されていた。 

個人線量及び工事総線量の低減の推進活動としては、被ばく低減の改善を継

続的に提案し、顧客とともに被ばく低減活動に取り組んでいる。具体的な事例

として、線量の高いところでのケーブル取付け取外しに有効な、ケーブルのコ

ネクタ化などが実践されていることを確認した。 

 

（５）製品安全に関する取り組み 

 

本事業所基準『安全性チェック専任者活動規程』により専任者を任命し、

製造物責任法の観点から、人身への被害防止及び機能・性能確保を行うため

『製品安全管理活動規程』により、審査の体制と手順を定め、製品の安全性

を確保している。 

 

（６）労働安全（放射線管理を含む） 

 

本事業所の安全衛生基本方針を定めて経営上重要課題の一つとして位置付け、

全員参加の安全衛生活動を推進することで、事業活動のあらゆる面での安全衛

生活動の改善に努めている｡具体的には、毎週実施される所長パトロールや、労

働安全マネージメントシステムの導入を図っている。 

 安全活動の規準を広く周知するために『安全衛生規則』及び『安全衛生推進

の手引き』を安全衛生課ホームページへ掲載している。このホームページには

所内のみならず他事業所での災害事例を掲載し、各職場で類似災害を防止する

安全活動に役立て水平展開を図っている。安全衛生に係わる情報は、所内報『産

電 NEWS かわら版』の「安全のページ」に掲載し全従業員への浸透を図っている。 

また、全国安全週間中には「衝撃実験16」と呼ぶ事故災害模擬実験を行い、危

険感性の向上に努めている。さらに、各部安全衛生主任による「基本確認パト
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ロール」を実施し､不安全状態・不安全行動を指摘し改善を図っている。 

その他、安全衛生課ホームページに「高所作業安全ポイント」及び「電気取

り扱い豆知識」を掲載し労働災害発生防止の注意を喚起している。 

 

現場における労働安全のための活動では、全員参加のルール遵守徹底活動を

展開するとともに、労働安全マネージメントシステムを導入し、同システムに

よるリスクアセスメントの実施や職場毎の目標設定及び全員参加による安全活

動を実践している。リスクアセスメントでは、通常では気がつきにくい作業に

潜む危険要因を抽出するため、作業要領書を元に設備・治工具・人の行動のリ

スクを評価し、その結果をもとに設備面への反映及び作業者への周知を行い、

類似災害の繰り返しを防ぐ活動となっている。 

 

 発電機の固定子の製作及び発電機組立の現場観察により、以下のことが観察

できた。 

・ 安全衛生主任を中心に作成した『セイフティニュース』の発行により、

安全意識、過去の労働災害における再発防止のポイントなどがうまくま

とめられ周知されていた。 

・ 第一発見者から管理職を含めた全ての連絡ルートがわかる緊急時の連絡

系統図が掲示されている。 

・ 品質、環境、安全、教育の各項目別に掲示を区分して、掲示目標や管理

内容を掲示している。 

・ リスクアセスメントは、本年度より安全活動に取り入れられ、現状は作

業要領書を確認し、潜んでいる危険要因を抽出している段階である。 

・ 教育関係の掲示では、指導者と一緒に顔写真を入れた、教育訓練計画書

を掲示し、修得意欲の向上を図っている。 

・ １、２年に１回程度しかない、まれな作業の実習場所として「技能伝承

ＯＪＴ17ルーム」を現場に設置し、作業前に技能再確認を行っている。 

 

このように、現場観察において安全（緊急時の連絡ルートなど）、教育、品質

等の作業員まで周知徹底したい情報を掲示していることを確認したが、机上で

用いる資料をそのまま掲示しているため､文字が小さくインパクトが小さくな

っている。ポイントを絞り、メリハリを利かせるとともに、目に付きやすく、
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作業員の脳裏に残る掲示方法が有効である。例えば、災害の発見者が混乱する

ことなども予想されるため、より確実な連絡体制の強化を図るためには、現場

に掲示する緊急時の連絡ルートは発見者が実施することだけに絞って記載する

とともに大きく掲示することなどが効果的ということを互いに確認した。 

 

 本事業所では、放射線検出器を含めた放射線監視装置を製作しており、装置

の試験・校正用のＲＩ18（ラジオアイソトープなど）を管理している。その管理

状況について現場観察を含めて確認を行い、管理区域への入域前の教育、ＲＩ

の使用と貯蔵管理、放射線被ばく管理等が適切に行われていることを確認した。

また、火災・洪水・盗難などの場合に備え、「線源事故・緊急時の連絡方法」の

体制が明示されていることを確認した。 

 

4.1.24.1.24.1.24.1.2 設計・製造にかかわるトラブル事例反映設計・製造にかかわるトラブル事例反映設計・製造にかかわるトラブル事例反映設計・製造にかかわるトラブル事例反映    

 

（１）トラブル防止活動 

 

ａ．ヒューマンエラー防止活動 

 

過去のヒューマンエラーの事例からの教訓をポケットカード化し、随時携帯

できるようにして全員に配布しヒューマンエラー防止のための基本ルール遂行

の徹底を図っている。ポケットカードには、経験などの図示、安全のための指

差呼称事例などの内容が纏められている。また、このカードを集約し、冊子化

し全員に配布している。所内では毎朝礼時に、輪番でヒューマンエラー事例や

ヒヤリハット事例の紹介をしており、毎月 1 回、安全ミーティングの場で安全

目標、ヒューマンエラー防止活動の目標を定め、その結果を翌月にフォローを

している。発電機組立工場の現場観察により、「禁則事項」と「遵守事項」を明

確に区分して、それぞれ掲示していることが確認された。 

 

 その他にヒューマンエラーに対する取り組みとして以下のことが確認された。  

  ①現地派遣前教育等 

・ 現地工事でのヒューマンエラーを防止するため『原子力現地派遣者教

育管理規程』に基づき、派遣前教育を実施し終了認定書を発行してい
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る。この教育において派遣する技術員の認定制度を設け、作業内容に

応じて作業責任者／技術員／品質管理専任者などを認定し派遣してい

る。また、当教育には、原子力に係わる一般的な内容に加えて、倫理

に関する内容も記載されたテキストが用いられている。派遣前に「出

張作業指示連絡シート」を用いて派遣者と職長の間でヒューマンエラ

ー防止の再確認をしている。 

・ またプラントに対して想定される影響の度合いによって「重要作業指

示連絡シート」を発行して現地作業所長を取り込んだ管理をしている。 

 ②現地工事の事前の活動 

・ ヒューマンエラー事前分析手法（「ＭＡＰＬＥ手法」：Manual Analysis 

Program for Lowering risk of human Errors 手法）を導入し、ヒュー

マンエラー事前分析による主要な定検工事の際の現地作業ミス防止に

活用している。これは従来の作業ミスの事後分析による教育面を中心

とした対策への活動とは異なり、実作業前に作業者自身が評価を行い、

その結果を現場で活用し、ヒューマンエラーを防止していく予防的活

動である。また、作業者自身が評価する能動的な手法であり、ヒュー

マンエラーの可能性、要因等の評価を定量的なものとしている。 

・ 作業要領書の教育を徹底するとともに意識付けの目的で作業要領書に

「人的ミス防止」マークを表示している。 

・ また、「ＴＢＭ19（ツールボックスミーティング）」にて安全／品質ポイ

ントカードによる注意喚起などを実施している。 

  ③工事現場での管理 

・ 「操作禁止札」の貼り付けによる注意喚起、作業者と作業責任者のダ

ブルチェックの励行を実施している。 

  

現地工事終了時には、工事に従事した協力会社も含め、工事反省会や定検反

省会を開催し、工事に直接従事した作業者の意見や、事故に至らなかった事例

を吸い上げ、次回に活かすなど継続した改善活動を実施している。この中で設

備改善が必要な提案は、「ＭＥＬＲＡＰ－Ｎ」などのデータベースに蓄積され活

用されている。これらの成果は工場内で得られた成果と併せて蓄積し、適宜協

力会社へ提供されているが､情報セキュリティの点もあり、安全活動に有効な情

報を含むもの全てを提供できるものとはなっていない。それを補い安全活動を
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さらに一体となって推進するために、定期的な情報交換の場などで互いの所有

する安全に係わる情報をより一層共有化して行くことが望まれる。 

 

ｂ．トラブルの再発防止活動 

 

トラブルの再発防止活動として製作中に不適合が発生した場合には『不良通

知票規程』に基づき、また製品納入後不適合が発生した場合は『苦情処理規程』

に基づき、通知書を起票し、処置を行い、再発防止及び同機種対策を図ってい

る。「不良通知書」及び「苦情通知書」の事例により、規程に基づいて手続き処

置が行われていることを確認した。 

また、「再発防止対策の風化防止」活動を開始し、対策の継続的なフォローと

トラブル再発の徹底した撲滅を図っている。具体的には、「本原品証」が水平展

開を必要と判断した不適合については、その都度水平展開を実施してきたが、

その後も展開が確実に実施されているか確認チームを編成し、再確認指導（再

発防止がシステムとして定着しているかの確認）を行っている。また、設計部

内では「昼礼」の場で身近に起きた過去のトラブル事例を紹介し、過去の教訓

の風化防止を図っている。 

さらに、海外トラブル情報をスクリーニングし、国内ＰＷＲプラントに反映

が必要な場合には水平展開を図っている。 

国内ＢＷＲ20プラントのトラブル情報についても、その都度顧客からの依頼を

受けて検討し、必要な場合には水平展開を図っている。 

 国内外のトラブル情報はデータベース化しており、原子力関係者は必要な情

報を閲覧できるようにしている。 

トラブルの再発防止では、トラブルの直接原因のほか人的な要因も考慮に入

れて対策の検討を行っている。対策の立案においては、必要に応じて多面的な

審査を行い、対策に漏れがないかを確認している。 

 

4.24.24.24.2 良好事例良好事例良好事例良好事例    

 

・ 現場における労働安全マネージメントシステムの導入による「リスクアセ

スメント」の実施 

労働安全衛生活動強化の一環として労働安全マネージメントシステムの導
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入を図り、通常では気がつきにくい作業に潜む危険要因を抽出するため、作

業要領書を元に設備・治工具・人の行動のリスクアセスメントを実施し、そ

の結果をもとに設備面への反映及び作業者への周知を行い、類似災害の繰り

返しを防ぐ活動に取り組んでいる。 

 

・ ヒューマンエラー過去事例のポケットカード化による周知 

過去のヒューマンエラーの事例から得られる教訓をポケットカードとし、

一冊にまとめ随時携帯できるようにして全員に配布し、ヒューマンエラー防

止のための基本ルール遂行の徹底に活用している。 

 

・ 現地工事でのヒューマンエラー防止のための技術員認定制度 

現地工事でのヒューマンエラーを防止するための派遣前教育を実施し終了

認定書を発行している。さらに技術員の認定制度を設け作業内容に応じて作

業責任者／技術員／品質管理専任者などを認定し派遣している。 

 

・ 「ＭＡＰＬＥ手法」による現地工事でのヒューマンエラー防止活動 

現地作業ミス防止策への新しい取り組みとして、ヒューマンエラー事前分

析手法を導入している。これは従来の作業ミスの事後分析による教育面を中

心とした対策への活動とは異なり、実作業前に作業者自身が評価を行い、そ

の結果を現場で活用し、ヒューマンエラーを防止していく予防的活動である。

また、作業者自身が評価する能動的な手法であり、ヒューマンエラーの可能

性、要因等の評価を定量的なものとしている。 

 

・ トラブル再発防止対策等の風化防止活動 

水平展開を必要と判断した不適合についてはその都度水平展開を実施して

きたが、その後もその展開が確実に実施されているか過去の事例の水平展開

状況を確認チームを編成して再確認及び指導を実施している。また設計部門

においては身近におきた過去のトラブル事例について「昼礼」の場で担当を

決め紹介し過去の教訓の風化防止を行っている。 
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4.34.34.34.3 改善提案改善提案改善提案改善提案    

 

・ メリハリの利いた現場掲示 

安全（緊急時の連絡ルートなど）、教育、品質等の作業員まで周知徹底した

い情報を現場に掲示しているが、机上で用いる資料をそのまま掲示している

ため、文字が小さくインパクトが小さくなっている。ポイントを絞り、メリ

ハリを利かせるとともに、目に付きやすく、作業員の脳裏に残る掲示方法を

採用されることが望ましい。 

 

・ 安全改善活動の成果の協力会社との一層の共有化 

現地工事などでのヒューマンエラーの防止や安全改善活動は協力会社と一

体となり実施している。これらの成果はデータベースとして工場内で得られ

た成果と併せて蓄積している。これらの成果はこれまでも適宜協力会社へ提

供されているが、情報セキュリティの点もあり、安全活動に有効な情報を含

むもの全てを提供できるものとはなっていない。それを補い安全活動をさら

に一体となって推進するために、定期的な情報交換の場などで互いの所有す

る安全に係わる情報をより一層共有化していくことが望まれる。 
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【用語解説】 
                                            
1 ＰＷＲ：Pressurized Water Reactor／加圧水型軽水炉 
 
2 “Changes for the Better”：三菱電機社員一人一人が、自らの｢より良いもの｣
を求めて変革し、日々の活動の中で企業理念の｢技術、ｻｰﾋﾞｽ、創造力の向上｣
を図り、｢もっと素晴らしい明日｣を切り拓いていくことをお客様に約束する新
しいｺｰﾎﾟﾚｲﾄｽﾃｰﾄﾒﾝﾄ。 

3 国際標準化機構（International Organization for Standardization） 
 
4 ＪＥＡＧ：Japan Electric Association Guide／電気技術指針 
 
5 ＰＤＣＡ：一連（ＰＤＣＡ）のサイクルを構築し、そのシステムを継続的に動
かす仕組み。 
＜具体的内容＞ 
Ｐｌａｎ＝計画 
Ｄｏ＝実施及び運用 
Ｃｈｅｃｋ＝点検 
Ａｃｔｉｏｎ＝見直し、改善 
 
6 品質ロスコスト：不適合を是正するための費用 
 
7 フロントローディング：ＩＴ（情報技術）を活用した業務の整流化・標準化、
ノウハウのデータベース化などにより、製品の開発・設計の初期段階で工事に
関連する各部門が開発・設計に積極的に参画する後戻りのない仕事の進め方を
いう。 
 
8 ＬＲＱＡ：LLOYD’S REGISTER QUALITY ASSURANCE／ロイド・レジスター・ク
オリティ・アシュアランス。ＩＳＯ審査登録機関。ロイド・レジスター・オブ・
シッピングによって 1985 年に創設（LRQA JAPAN のホームページより抜粋） 
 
9 ＣＳ活動：Customer Satisfaction／お客様の満足度向上に向けた諸活動のこ
と。 

 
10日本原子力文化振興財団：財団法人日本原子力文化振興財団。昭和 44年に「広
く一般に原子力平和利用に関する知識の普及啓発を積極的に行ない、その認識
を高め、もって明るい文化社会の形成に寄与する」を目的としてわが国、唯一
の原子力広報専門機関として設立。国民各層へのさまざまな原子力に関する理
解活動を展開して、信頼感の醸成をめざし、広報調査活動、市民層への対応、
学校教育への協力、報道関係者への協力、地域への協力、国際協力活動、広報
素材の作成を重点項目として活動している。（日本原子力文化振興財団のホー
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ムページより抜粋） 
 
11 関西原子力懇談会：（社）日本原子力産業会議の事業の遂行に協力するととも
に関西地区における原子力の開発と利用推進並びに原子力産業の発展に寄与
することを目的とした団体 
 
12 関西原子力情報ネットサーフィン：関西地区にある原子力に関連する大学や
研究機関、企業や団体が相互に協力して原子力の安全性を高める努力をする
とともに、原子力について正しい理解を普及させるために積極的に情報を公
開していくことを目的として設立されたネットワーク 
 
13 トライやるウィーク：兵庫県が実施している中学生の体験学習制度。阪神・
淡路大震災や神戸市須磨区における連続児童殺傷事件の体験と教訓をもとに、
健全な青少年の育成を目的として実施。地域や自然の中で、生徒の主体性を
尊重した様々な活動や体験を通して、豊かな感性や創造性などを自ら高めた
り、自分なりの生き方を見つけることができるよう支援するものであり、そ
の一環として地元企業での受入を実施している。 

 
14 実機環境模擬試験設備：新型中央制御盤／新計装機器等を設置し、接続・動
作させる環境を構築することにより、プラント運転状態を模擬した環境での
不適合対応訓練等による社内・協力会社の技術教育・伝承、不適合時の原因
究明の迅速化に寄与するとともに、客先への設備提案、教育ビジネスの展開
を図ることを目的とした設備。 
 
15 プラントトリップ：原子炉の緊急停止のこと 
 
16 衝撃実験：危険について実感するような実験。例えば、人形の頭をスイカに
置き換え、高所作業場所からの転落事故を模擬し、スイカの破裂により危険
性について認識してもらうような実験を行っている。 
 
17 ＯＪＴ：on-the-job training の略。職場にいる従業員を職務遂行の過程で訓
練すること。職場訓練、職場指導、職務上指導などともいう。 
 
18 RI：Radioisotope あるいは Radioactive Isotope の略で、同一元素に属する
原子の間で原子量が異なり、放射能を持つ同位元素のことをいう。 
 
19 TBM：Tool Box Meeting の略／工具箱（ツールボックス）の前で行なうような、
引継ぎや作業確認等を目的とした作業前の小規模な打ち合わせのこと。 
 
20 ＢＷＲ：Boiling Water Reactor／沸騰水型軽水炉 
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